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９月 26 日本会議で継続審査と付されました議案第 53 号湖南市立図書館条例

の一部を改正する条例の制定について、10 月 13 日開催された総務常任委員会と

の連合審査、及び福祉教育常任委員会の審査結果を報告します。 

 

主な質疑は次の通りです。 

石部図書館の維持管理経費と人件費、４つに分散化した場合はどうなるのかと

いう質疑に対して、石部図書館の維持管理経費は、資料２ページで、このまま

石部文化総合センターとして維持していく場合、高額な維持管理経費がかかる。

人件費は、１館に集約化しても、人を削減しないので、人件費としては計算を

していない。公共施設等総合管理計画個別施設計画の中でも、２館を１館にと

いう方向性なので、４つに分散化するということは考えていないとの答弁でし

た。 

公共施設等総合管理計画、公共施設等総合管理計画個別施設計画との関連性は

との質疑に対して、公共施設等総合管理計画個別施設計画には、施設の機能単

位で計画を作っていますので、個別施設計画の中には、石部文化総合センター

の名称はありませんが、石部文化総合センター内にある石部図書館及び石部文

化ホールはあります。石部文化ホールは、個別施設計画の中で、甲西文化ホー

ルに統合すると書かれています。ただ、図書館については、令和３年３月の個

別施設計画の中では、石部図書館・甲西図書館を統廃合するという方向性は掲

載されていますが、統合先と統合元を区別したような表示はしていません。明

確に教育委員会や市全体として、石部図書館を甲西図書館に統合するという方

向性が、その個別施設計画の策定時点では固まっていなかったとの答弁でした。 

石部文化ホールの方向性が石部図書館の方向性に左右されるのかとの質疑に

対して、設置管理条例は、それぞれ分かれていて施設の用途廃止の必要性・妥

当性については、審議中であり、決して、石部文化ホールの方向性に、石部図

書館の方向性が影響し、一体化しなければならないというものではないと総務

部長の答弁でした。 

 

教育部長からは、総務部長の石部図書館に関する統廃合の見解に誤りがあると

いうことで再度説明がありました。平成 28 年に公共施設等総合管理計画に基づ

き、個別施設計画よりも先の平成 30 年８月に教育施設管理計画を教育委員会で

策定し、議会全員協議会で報告しました。この中で、石部図書館・甲西図書館

の方向性はともに統廃合ということで進め、甲西図書館はその段階で、借地問

題が課題でした。平成 30 年９月の補正予算承認により、借地問題が解消しまし

た。その後、令和２年度に合併特例債を活用し老朽化対策を行ったことで、甲

西図書館は継続するという方向性で進んでいました。 
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総務部長からは、個別施設計画において、きちんと方向性を反映して、修正が

できていなかったと反省しているとのことでした。 

 

教育施設管理計画と公共施設等総合管理計画、この２つの計画の上下関係は

との質疑に対して、湖南市公共施設等総合管理計画のうち学校教育施設・社会

教育施設だけを規定した計画が、湖南市教育施設管理計画であることから、湖

南市公共施設等総合管理計画の一部ですとの答弁でした。 

平成 30 年の教育施設管理計画の中で、甲西図書館は、借地問題等があるが、

実質的には甲西図書館に統合すると説明されました。令和３年に改訂した公共

施設等総合管理計画個別施設計画では、文化ホールについては明確にしている

のに、石部図書館については明確な部分がない。土地を購入した、施設も修繕

したから甲西図書館に一本化というのは、非常に無理がある。個別施設計画に

なぜ掲載されなかったのか、市の組織内の会議の中で決定しているのかという

質疑に対して、公共施設等総合管理計画の個別施設計画にはっきりとうたわれ

てなかったという点は、湖南市版小規模多機能自治基本構想を３月議会承認の

後、令和５年４月 17 日の総合政策会議の中で、この基本構想が承認されたこと

により、スケジュールを内部決定しました。基本構想の中では、公共施設等総

合管理計画との整合を図るというのは、この基本構想の中身です。それで今年

度の個別施設計画の見直しの中では、それを反映させていくとの答弁でした。          

令和５年４月 17 日の庁議決定が起点と言われたが、３月に提案された小規模

多機能自治基本構想の議案の中には、スケジュール案として内容は示されてい

る。方向性としては理解するが丁寧に進めるべきところです。しっかり明確に

説明すべき部分であるのではとの質疑に対して、湖南市版小規模多機能自治基

本構想の決定に際して、庁内での調整はもとより、令和５年２月３日の議員全

員協議会で、その基本構想の骨子案の説明をしました。それまでに、骨子案を

庁内協議の中で、このスケジュール案も含めた調整を図っています。令和５年

２月３日の議員全員協議会において、骨子案の説明をした後、令和５年の３月

には内部で、このスケジュール案を固めていきました。ただ、今ご質疑にあっ

たように、それを案ということよりも実施計画として進めていく計画として、

内部で確認をしたのが、令和５年４月 17 日ですとの答弁でした。 

教育部長から平成 30 年の教育施設管理計画で、甲西図書館に一本化する方向

性の具体的な内容はありましたという説明です。その後、令和３年３月に個別

施設計画の策定をしていますが、その時点では統廃合するとだけです。令和５

年の個別施設計画の改訂の時に、明確にできていない。結局、石部図書館を廃

止するという具体的な協議はなかったという理解になるのではとの質疑に対し

て、令和３年３月策定の湖南市公共施設等総合管理計画個別施設計画に反映し
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ていなかった点について、令和５年３月に改訂した資料 P43 の 47 番目石部図書

館は、令和５年から令和 12 年までの年次計画で施設の方向性は統廃合、これは

令和３年３月の計画策定時から変わっていません。策定時は、令和３年から令

和９年度にかけて、統廃合の検討をするということで、石部図書館は、統廃合

となっており、48 番の甲西図書館は、策定時から令和６年度までかけて施設の

長寿命化、令和８年度から 10 年度にかけて改修を行う、石部図書館は統廃合、

甲西図書館は残して改修、これを合わせますと、石部図書館を閉めて、甲西図

書館に統合ということです。個別施設計画ではっきり文化ホールのように、ど

ちらに統合するという書き方ができていないので、分かりにくい表現になって

います。個別施設計画については、策定以降、年度の終わりに、計画の見直し

をしていますが、令和５年３月に湖南市小規模多機能自治基本構想が承認され

た以上は、この施設の方向性を、年度の終わりを待たずに、随時、修正すべき

であったと反省しています。また、令和５年３月の湖南市版小規模多機能自治

基本構想の承認を受けて、石部文化総合センターの除却について執行部で令和

５年４月に決定しましたとの答弁でした。 

甲西図書館は継続利用を行うため長寿命化対策工事を行うことになったが、

石部図書館の個別施設計画の内容は、どういうことを示しているのかとの質疑

に対して、もしも石部文化総合センターが解体される場合には、石部図書館も

廃止、甲西図書館に統合する方向性で、西庁舎及びその周辺施設の利活用を検

討していく中で、検討すると示したとの答弁でした。 

石部図書館を今までにない施設のあり方で進めていくとは、具体的にどうい

うことか、この文章で、石部図書館を廃止していくとは到底読み取れない。も

う少し丁寧に進めるべきではなかったのかとの質疑に対して、今までにない施

設のあり方で進めていきたいということを検討していくということですが、結

果として、石部文化総合センターを解体除却してその後に小規模多機能自治セ

ンターを建設するという計画で今のところ進んでいますので、新たな石部小規

模多機能自治センターの中で、例えば民間活力を活用して、地元の協力のもと

図書館を継続されるということであれば、相談に乗っていくことも１つですが、

この段階では、色々な案を検討していきたいということで掲載したとの答弁で

した。 

図書館法で位置づけされた湖南市図書館協議会では、石部図書館廃止の議論

はなく、湖南市公共施設等マネジメント推進委員会では、図書館は慎重に考え

るべきとの意見がありました。市民の声は活かされていないのに、これから市

民参画を求める小規模多機能自治センターをつくる点についての考えはとの質

疑に対して、図書館協議会は、図書館の施設の統廃合について検討する場では

なく、図書館のサービス・運営について協議をしていく場ですとの答弁でした。 
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市民への周知が少ないのではないかとの質疑に対して、小規模多機能自治基

本構想を周知するために、タウンミーティングの機会を持ち、意見を伺いまし

た。若い人の意見が少なく、聞けてないという部分は、説明・周知の機会を持

つことと併せて、11 月号の広報から、小規模多機能自治基本構想をシリーズで

周知を図っていきます。また、ネットアンケートも行いました。更に 11 月、学

区単位でのワークショップの開催やタウンミーティングの結果について、ホー

ムページで今公開して、意見を伺う体制を作って、市民の周知を広く図るよう

に進めますとの答弁でした。 

図書館と文化ホールを廃止するという条例改正案ですが、隣にある古い西庁

舎の建物があるのに、新しい方を潰して古い建物を残すとしか見えないが、執

行部の考えはとの質疑に対して、現在、庁舎周辺整備基本計画の策定中で、大

きな方向性としては東庁舎の耐震改修は喫緊の課題、あわせて増築の必要があ

ります。西庁舎のどの機能を移転するかは、内部検討委員会ですり合わせして

決めていきます。また、石部文化総合センターを残して、新しい小規模多機能

自治センターを建設とすると、空きスペースとして、市有地で用意ができるの

は、西庁舎を除却するか、当然、西庁舎に収容している職員を、どこに置くの

か仮庁舎を建てねばなりません。先に東庁舎に十分な増築棟を造ってから、西

庁舎を除却することが一番、財政負担も少なくなります。西庁舎をまず潰して、

そこに小規模多機能自治センターを建設する考えはありません。石部老人福祉

センター・軽運動場の奥に砂利敷き駐車場があります。そこに建てることはで

きますが、スペース的なことや市民の集会施設としては、できれば県道に面し

たところに建てたいです。西庁舎と石部保健センターとの間との駐車場も、ス

ペース的な問題があります。色々と検討しましたが、石部文化総合センターを

除却して、新しく小規模多機能自治センターを同じ場所に建てるのが一番良い

という結論となりましたとの答弁でした。 

将来、東庁舎の収容人数も分かるのであれば、東庁舎をなぜ後に回すのかと

の質疑に対して、令和５年度、地域の４拠点に分散化する業務が確定しますの

で、まず石部地域を建設して、４中学校区に分散化をした後に、西庁舎・東庁

舎の残っている集約化業務を整理統合していく庁舎全体のキャパシティを決め

て、引っ越すという手順が一番効率的ということと、あと財源です。有利な起

債と想定する起債財源が令和８年度までです。庁舎の基本構想の見直しも２ヵ

年かかります。令和８年度という期限に、全事業が完了するスケジュールはお

そらく収まりません。ですから、できるところから、進めていこうとしていま

すとの答弁でした。 

数年前に東庁舎の新築整備の件がありました。この東庁舎に、西庁舎を統合

することは、面積的に全然足らなく、職員を集約することはできない。だから、
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理由の一つとして新築しないといけない。耐震とは別の話ですが、東庁舎を新

築しなくても、分散化して、ある程度職員が各地域に配置できれば、今の面積

で足りるのではないか。小規模多機能自治構想によって、４つのまちづくりの

拠点に例えば職員を配置すれば、面積としては東庁舎の中で足りるかもという

試みだったと思います。そういう目的でなかったとしても、副次的にそれがつ

いてくる、だから市民の中で、東庁舎を新築することに反対された方々から見

ますと、これは一つの試みであったと思います。しかし、８月 26 日に出た分散

化では、約８％の業務だけを分散化するということで、大半は庁舎の中でしか

できない業務ということが明らかになりました。社会教育施設の甲西・石部両

町にあった重複施設を、１つでいいという理念が執行部の中にあり、東庁舎の

方より先に、石部文化総合センターを除却して、図書館と文化ホールの重荷を

下ろしたいというのが、執行部の思いではないのかとの質疑に対して、次世代

のことを考え、持続可能な社会を作っていく、今後市が進む方向として、湖南

市はどちらかというと、コンパクトなまちでもありますので、現在の利用状況、

特に文化ホールの利用状況が低迷していますので、費用対効果も考え、維持コ

スト、ランニングコストが必要なので、しっかり考えました。東庁舎よりもな

ぜ石部の方の整備を先にするのかというところですが、どちらが優先というこ

とはございません。両優先です。東庁舎は、令和５年度、６年度にかけて、西

庁舎周辺も含め、庁舎整備基本計画の策定。石部小規模多機能自治センターに

ついては、資料で５ページにあげていますが、仮に除却しても、実施設計は６

年度、着工は、早くて７年度、東庁舎も５年度６年度で基本計画の策定。７年

度以降で設計及び施工という予定で、現在、示すものがないので、石部文化総

合センターが先行しているように見えてしまいますが、決してそうではない。

石部文化総合センターは、除却と建築で億単位の費用が必要。東庁舎は、別の

公共施設に関する補助金を当て込んでいますが数十億単位、整備に関しての桁

が違います。基本計画の策定に２年を要するとしています。決して後回しには

していないとの答弁でした。 

タウンミーティングで出てきた意見を反映させていく部分が、今の時点であ

るのか、11 月のワークショップで、出てくる声や防災の研修する人とのやりと

りの中での声、11 月補正で出てくるとか、ワークショップについてのねらいに

ついてとの質疑に対して、小規模多機能自治という枠組みの中で、市民と行政、

地域がどういった役割を分担しながら連携し進めていくのか、まち協の存在さ

え知られていないという意見もありました。まず、市が小規模多機能自治を進

めていく方向性について、周知を図っていく必要があると感じたところです。

防災研修の中で、ワークショップ形式で、この小規模多機能自治を地域ととも

に進めていくのは、地域福祉と地域防災が、全市的に課題です。まさに小規模
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多機能自治の形がまちづくり協議会という理想の形、各種地域の団体の集まり

を予定しています。地域防災を進めていく上で、それぞれの立場でどんな連携

が図られていくか共有しながら、市のまちづくりの方向性、小規模多機能自治

の理解をいただけるように、説明をしますとの答弁でした。 

東庁舎ができるまでの間、石部文化総合センターを稼働する部分の財政的コ

ストと、あとは有利な起債、公共施設等適正管理推進事業債、この２つのお金

の話で、東庁舎を先にではなく、先に石部文化総合センターと理解しましたが、

財政の確認と、仮に、東庁舎を先に整備した後に石部文化総合センターを潰し

て小規模多機能自治センターを造るという順番になった場合、東庁舎ができる

まで石部文化総合センターを稼働させ続けるとしたら、年間 2000 万円掛かる費

用を何年間見込まれるのかとの質疑に対して、東庁舎は、基本設計、実施設計、

建設で、５年ぐらいはかかると、完成は令和 10 年ぐらいになります。財政面で

は、令和７年度、８年度が一番厳しいですが、石部小規模多機能自治センター

の建設、東庁舎の耐震、及び増築の部分、それと、中央消防署の新築等が重な

ると思います。財政当局としては、喫緊の行政課題の解決ですので、両優先と

言いましたが、施設の修繕費用については年度による変化があることから、平

準化したいところです。現在財政力指数は、かなり良いですが、建築事業が重

なり財政が一時的に悪化するのは致し方ないと思います。ただ、一般財源の持

ち出しを減らすよう、その時の有利な財源措置、交付金・補助金を探して、そ

れを事業に充てたいと思っていますとの答弁でした。 

図書館の充実についてとの質疑に対して、甲西図書館に職員を集約すること

で、移動図書館をこども園中心に巡回させると共に、巡回経路を見直して、石

部地域に長時間、巡回することができないかという検討をしていきたい、甲西

図書館の開館日を増やす、障がい者向けの郵送サービスの実施を検討、電子図

書館を充実、青少年の方々に学習等に利用していただけるスペースを設ける、

将来的には、各小規模多機能自治センターで、図書館に予約した本を受け取る

サービス、図書館に調査依頼をしていただいた内容の本の受け取りを身近な小

規模多機能自治センターで行うサービス等を考えています。園等には、団体貸

し出しも検討していきたい。職員を集約することで、そういった充実をしてい

きますとの答弁でした。 

タウンミーティングの答弁で小規模多機能自治センターに書籍を置く話しが

あったと思いますが、それはないのかとの質疑に対して、あくまでも石部図書

館を閉館した場合に、蔵書の余剰が出てきますので、その分を活用して、地域

のほうでリサイクル本を活用する形で、本を置いていくことは可能です。図書

館の今持っている蔵書を置いていただくことは想定していません。各小規模多

機能自治センターだけでなく、まちづくりセンターも、リサイクル本を地域の
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ほうで活用したい要望がありましたら、お渡しさせていただきます。それぞれ

の小規模多機能自治センターに、公立図書館の分館を置く構想はないとの答弁

でした。 

小規模多機能自治センターに本があり、そこに憩いの場所があれば、人がそ

こに集まって助け合い、そして、生きる活力を生み出していくという施設は、

これから必要、地域の人にお願いするだけではなく、施策として、市が関与し

ていく、子育てという観点、まちづくりとした観点、そういった考え方の転換

はとの質疑に対して、図書館の説明の中で、２館を１館に集約して、１館の充

実を図る体制と移動図書館車も活用しながら、集約化施設として小規模多機能

自治センターで、どの様に事業展開していくかも考えていかなければと思いま

す。本を置くだけではなくて、本が移動してくる。今、決めているサービスは、

予約本の貸し出しと受け取りは考えていますが、蔵書をずっと置くという考え

方はないです。集約化して、今度どう出向いていくか、文化ホールの説明でも

ありましたが、その４拠点でどういうふうに図書事業とか文化事業を展開して

いくか公共サービスのあり方を考えていますとの答弁でした。 

公共施設等総合管理計画個別施設計画の中で、発想を新たにして今までにな

い施設のあり方を進めていく、生涯学習の図書だけではなく、本のあらゆる可

能性、媒体として人が集まり、子どもたちが安心して集える場所、高齢者が孤

独にならない場所、引きこもっている方も、また障がい者の方も、そこだった

ら行ってみたいと集える場所、これが小規模多機能自治センターの実践の場か

と思います、そういった考え方、まちづくり協議会の方もここにマッチしてい

くという考えについてはとの質疑に対して、小規模多機能自治センターは、ま

さに今言っていただいた通りだと思います。そこに地域の組織が集って、その

地域のサービスを展開していきながら、地域の皆さんの役割と行政機能を持ち

あわせながら、行政との関わりの部分をそれぞれ展開していくというところは、

その通りだと思っていますとの答弁でした。 

小規模多機能自治センターについては、民設とか民営の話でなく、地域包括

支援センターと子ども家庭総合センターの運用を想定して、地域の人が自ら改

変していく、そういう解釈でよいのかとの質疑に対して、資料３ページに図示

していますようにまさにその通りですとの答弁でした。 

  

 石部文化総合センター内の石部まちづくりセンターは、石部まちづくり協議

会に指定管理させているが、指定管理の期間はとの質疑に対して、現在、令和

５年度から令和９年度まで指定管理になっています。変更の予定をしています

との答弁でした。 

 変更する予定ということは、まちづくりセンターの代替案はなくても、それ
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は指定管理の期間を変更することかとの質疑に対して、現在、石部まちづくり

協議会に、石部文化総合センター内の、石部まちづくりセンターを指定管理し

ています。事業は継続しますので、場所を移転という形になるかと思います。

場所につきましては、周辺で再度検討しますとの答弁でした。 

 石部まちづくりセンターを定期的に利用されているサークルへの対応はとの

質疑に対して、従来の施設が使えない期間中は、西庁舎周辺地域にある軽運動

場、石部防災センター、石部交流センター、石部コミュニティセンター等の活

用を、しっかり臨機応変に対応していきたいとの答弁でした。 

 小規模多機能自治センターを建てるのに、有利な起債を使うとの答弁ですが、

その資料について何もない。何の起債を使うのかとの質疑に対して、公適債の

中には、除却債。新築の時の想定財源で、空調等は、令和７年度まで有効の脱

炭素事業債を当て、この建設事業の一部にしたいとの答弁でした。 

 この起債は、交付税措置があるのかとの質疑に対して、脱炭素化推進事業に

ついては、交付税措置が 30％から 50％で、充当率は 90％ですとの答弁でした。 

 資料２ページ、除却債２億 3900 万円プラスになりますとあります、これを建

て替えするための、財源が有利だという理由なら、小規模多機能自治センター

の建設工事の部分については、交付税対応と書いてない。これだけの 30％～50％

の交付税措置がある事、ここに数字を示して資料にきちんと書いてない事につ

いてとの質疑に対して、これは令和８年度までです。小規模多機能自治センタ

ー事業に関しては、交付税制措置はなしで、充当率は 90％です。事業債につい

ては契約ではなく、事業が完了していなければなりません。ですから令和７年

度と８年度で、建物を作ろうとしても実施設計と建設工事を完了するには最低

で３年間が必要となり、建設工事の一部は事業債の対象外となります。今回の

公共施設等適正管理推進事業債の除却事業に関しては、充当率は 90％、交付税

措置はなしとの答弁でした。 

 

その後、議案第 53 号に対して、反対討論として、なぜ石部文化総合センターを

先に潰すのか、市民に示し、協議して決めていくことが、市民協働のまちづく

りだと思います。本を大切にしてきた市民の思いに寄り添い、市の事業として

本を活用した小規模多機能自治センターの設置を強く望んでいるため反対とす

る。 

他に討論はなく、採決を行いました。その結果、全員反対で、議案第 53 号原案

は、否決すべきものと決しました。 

 


